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1.  地域海岸の設定に関する意見と対応 

資料３を参照のこと。 

 

 

2.  隣県との整合性 

2.1  山口県（H27.3 公表済み） 

山口県では「日本海における大規模地震に関する調査検討会（国土交通省・内閣府・

文部科学省）」の公表を踏まえ、「第 9 回山口県地震・津波防災対策検討委員会（平成

26 年 10 月 16 日開催）」にて審議・決定された F60 断層（大すべり左側）を含む 3 つ

の地震を対象断層として L2 津波の津波シミュレーションを実施している。 

津波浸水予測図は F60 断層と過年度報告書の最大値（見島付近西部断層、見島北方

沖西部断層）を組合せたものと F60 断層の最大浸水深図も作成している。 

図- 2.1.1 に示す F60 断層による津波シミュレーションの結果を図- 2.1.2 と表- 2.1.1

に示す。山口県と島根県の県境に近い江崎漁港では、F60 断層による最高津波水位は

TP+3.4m と算定されている。 
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図- 2.1.1 F60 断層の津波断層モデル 

出典）山口県：津波浸水想定（日本海沿岸）について（解説）、平成 27 年 3 月 
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（3 断層最大）              （F60 断層） 

図- 2.1.2 沿岸部最高津波水位 

出典）第 10 回山口県地震・津波防災対策検討委員会 資料 2 日本海沿岸の津波浸水想定結果について 

表- 2.1.1 漁港別最高津波水位 

 

「津波波高」は、津波水位から初期水位を引いたもので、地震による水位変化の値。 

出典）第 10 回山口県地震・津波防災対策検討委員会 資料 2 日本海沿岸の津波浸水想定結果について 
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 山口県の津波浸水想定結果によると、山口県東部の漁港区域（須佐、江崎、宇田郷の３

漁港を対象とした）の津波波高は各想定地震により 1.7m～3.2m となっていることが分か

る。想定地震別に見ると、F60 断層による津波波高が高くなる傾向が見られる。 

 

図- 2.1.3 山口県東部の漁港区域内の津波波高 

 

 

津
波
波
高

(m
) 



 

5 
 

 

2.2  山口県設定断層による本県の津波高 

 山口県設定の「見島北方沖西部断層」「見島付近西部断層」について、津波シミュレーションを実施し、本県沿岸での津波高を確認した。 

 島根沿岸の津波高の沿岸分布は以下に示すとおりで、山口県の 2 断層の津波高は、本県が検討対象としている各断層（F24 をはじめとす

る 9 断層）よりすべての場所で低い結果であることを確認した。 
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※本検討の断層（F24 をはじめとする 9 断層）の津波高を黒線で表示している。 

図- 2.2.1 山口県設定断層と島根県設定断層による最高津波高の沿岸分布 
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2.3  鳥取県（検討中） 

 鳥取県では津波浸水想定（L2 津波）に係る断層について、第 3 回津波浸水想定部会

（平成 27 年 6 月 30 日）まで検討を実施している。同部会では、「日本海における大

規模地震に関する調査検討会（国土交通省・内閣府・文部科学省）」によって公表さ

れた 60 断層のうち、鳥取県で影響の大きい断層として F17,F24,F28,F55 を対象としお

り、鳥取県と島根県の県境に接している境港市では、表- 2.3.1 のとおり F55_大すべり

域左側の断層による津波高が最も高い。この断層モデルの概要は図- 2.3.1 のとおりで

ある。 

 

表- 2.3.1 市町村別津波高の整理結果 

 

出典）鳥取県：第１回津波浸水想定部会 説明資料 

 

 

図- 2.3.1 津波断層モデル F55_大すべり左側（境港市への影響が大きい） 

出典）鳥取県：第１回津波浸水想定部会 説明資料 

 



 

7 
 

 

3.  津波浸水想定における構造物被災判定のための震度計算 

 

 

(1)  震度計算手法 

 強振動計算は、工学的基盤上までの計算方法は経験的手法を採用し、地表面までの計算

は面的な評価によってモデル化された簡便法（経験的手法）を採用する。いずれの手法も

地震調査研究推進本部による全国地震動予測地図技術報告書付録 3「震源断層を特定した

強振動予測手法」（以降、レシピと呼ぶ）に次のとおり記載されている手法である。 

 なお、工学的基盤から地表への最大速度の増幅率については、H24 県調査で算定したも

のを用いる。 

 

図- 3.1.1 H24 県調査で算定した増幅率（ARV）分布 

 

表- 3.1.1 隣県を含む地震動予測手法の比較 

津波浸水
予測

被害想定
強震動
予測

H24島根県 ― 詳細法 ―
H27島根県 簡便法 ―
鳥取県 簡便法 詳細法 ―
山口県 詳細法 ―

地震調査研究推進本部 ― ―
簡便法
詳細法  

※）簡便法（経験的手法）：距離減衰法 ⇒ 最大震度（速度）が得られる 

詳細法：半経験的手法の統計的グリーン関数法と等価線形法による応答解析のハイブリッド 

⇒時系列波形が得られる 
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(2)  計算フロー 

 浅い地盤構造のモデル化のフローは以下のとおりであり、微地形区分を考慮して表

層 30m の平均 S 波速度 AVS30 と表層地盤の最大速度増幅率 ARV 分布が得られる。な

お、これらのデータは H24 年の被害想定調査において作成されている。 

 

 

 

出典)地震調査研究推進本部地震調査委員会：全国地震動予測地図 手引き・解説編 2010 年版 

 



 

9 
 

(3)  計算式 

 経験的手法である簡便法（距離減衰法）による震度計算の考え方は以下のとおりで

ある。 

 

 

図- 3.1.2 距離減衰法による震度計算フロー 

 

 

出典)地震調査研究推進本部地震調査委員会：全国地震動予測地図 手引き・解説編 2010 年版 
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具体的な算出方法は、地震調査研究推進本部による全国地震動予測地図技術報告書

付録 3「震源断層を特定した強振動予測手法」（以降、レシピと呼ぶ）に記載されてい

る。以下に算出方法を整理する。 

 

①以下の式により、工学的基盤上の最大速度を算出する。 

 

出典：レシピ（平成 21 年 12 月 21 日改訂）付録 3-24 

 

②工学的基盤上における最大速度に微地形区分から想定される増幅率を乗じ、地表の最大

速度を算出する。なお、増幅率は H24 年島根県調査で算定されたデータを使用する。 

 

出典：レシピ（平成 21 年 12 月 21 日改訂）付録 3-26 

なお、増幅率 amp については、表層 30m の平均 S 波速度 AVS30 との相関性が認められて

おり、次式を用いて、AVS30 から最大速度の増幅率 amp を算出することができる。 

 

出典：レシピ（平成 21 年 12 月 21 日改訂）付録 3-26 

 

③地表の最大速度から下記の式にて震度（I）を算出する。 

 

出典：レシピ（平成 21 年 12 月 21 日改訂）付録 3-26 
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表- 3.1.2 対象断層とマグニチュード 

断層モデル ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw 

F24（青森県沖） 7.9 

F28（佐渡島北方沖） 7.7 

F30（秋田県・山形県沖） 7.8 

F55（鳥取県沖） 7.5 

F56（島根半島沖） 7.2 

F57（島根県沖） 7.5 

F60（福岡県沖） 7.6 

浜田市沖合の地震 6.8 

隠岐北西沖の地震 6.9 

 

 

図- 3.1.3 AVS30 分布 
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(4)  震度計算結果と構造物の破壊判定 

 対象地震の震度計算結果を図- 3.1.4～図- 3.1.12 に示す。また、図- 3.1.4～図- 3.1.12

の島根沿岸、隠岐沿岸における震度の状況に応じて、津波シミュレーションにおける

構造物データの被災状況を設定する（震度 4 以上の場合構造物は被災ありと設定）。

対象地震と構造物の被災判定は、表- 3.1.3 に示すとおりである。 

 

 

表- 3.1.3 対象地震と構造物の被災判定 

地震（断層） 
構造物の被災判定 

島根沿岸 隠岐沿岸 

F24（青森県沖） 被災なし 被災なし 

F28（佐渡島北方沖） 被災なし 被災なし 

F30（秋田県・山形県沖） 被災なし 被災なし 

F55（鳥取県沖） 被災あり 被災あり 

F56（島根半島沖） 被災あり 被災あり 

F57（島根県沖） 被災あり 被災あり 

F60（福岡県沖） 被災あり 被災なし 

浜田市沖合の地震 被災あり 被災なし 

隠岐北西沖の地震 被災なし 被災あり 
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図- 3.1.4 震度算定結果（距離減衰法、H26 国：F24） 

構造物被災：なし 

構造物被災：なし 

震度階級 

6 強 

7 

6 弱 

5 強 

5 弱 

4 

3 以下 

隠岐沿岸 

島根沿岸 

震度階級 

6 強 

7 

6 弱 

5 強 

5 弱 

4 

3 以下 

※全沿岸で震度 4 未満 

※全沿岸で震度 4 未満 



 

14 
 

 

 

 

図- 3.1.5 震度算定結果（距離減衰法、H26 国：F28） 
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図- 3.1.6 震度算定結果（距離減衰法、H26 国：F30） 
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図- 3.1.7 震度算定結果（距離減衰法、H26 国：F55） 
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図- 3.1.8 震度算定結果（距離減衰法、H26 国：F56） 
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図- 3.1.9 震度算定結果（距離減衰法、H26 国：F57） 
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図- 3.1.10 震度算定結果（距離減衰法、H26 国：F60） 
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図- 3.1.11 震度算定結果（距離減衰法、H24 島根県：浜田市沖合の地震） 
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図- 3.1.12 震度算定結果（距離減衰法、H24 島根県：隠岐北西沖の地震） 
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(5)  詳細法と簡便法の比較 

 

詳細法 

（H24 島根県：浜田市沖合

の地震） 

 

※H24 島根県地震被害想定調査

より 

 

簡便法 

（H24 島根県：浜田市沖合

の地震） 

 

※）本検討にて算定 

 

図- 3.1.13 詳細法と簡便法の比較 
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詳細法 

（H24 島根県：出雲市沖合

（断層北傾斜）） 

 

※H24 島根県地震被害想定調査

より 

 

簡便法 

（H26 国：F56） 

 

※）本検討にて算定 

 

図- 3.1.14 詳細法と簡便法の比較 
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詳細法 

（H24 島根県：出雲市沖合

（断層南傾斜）） 

 

※H24 島根県地震被害想定調査

より 

 

簡便法 

（H26 国：F56） 

 

※）本検討にて算定 

 

図- 3.1.15 詳細法と簡便法の比較 
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4.  歴史地震の名称 

 公的機関およびH24島根県の被害想定調査で示された歴史地震の名称を以下に示す。 

 

表- 4.1.1 歴史地震の名称 

発生年 

文献・資料 

1833 年 1964 年 1983 年 1993 年 

地震調査研

究推進本部 

庄内沖地震 新潟地震 日本海中部地震 北海道南西沖地震 

H26 国交省

他：日本海 

庄内沖地震 新潟地震 日本海中部地震 北海道南西沖地震 

H24 島根県 山形県沖地震 新潟地震 日本海中部地震 北海道南西沖地震 

※）最新の理科年表は「地震被害総覧」を引用しており、総覧では地震名の明記は確

認できなかった。 

 正式名称として地震調査研究推進本部の歴史地震の名称を引用する。 

 

 


